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内閣府公務員制度改革担当大臣
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  　　　  　　　                                   　 　　　日本労働組合総連合会
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「内閣人事局の設置等を定める関係法律案」と「工程表」に関する最低限要求について

　日頃からの国政に関する尽力に、心より敬意を表します。

今般、政府が検討している「内閣人事局の設置等を定める関係法律案」及び公務員制度改革に係る「工程表」について、最低限、下記のことを措置するよう要求します。

記

１．内閣人事局の設置等を定める関係法律案について

　管理職員を除くすべての非現業職員に協約締結権を付与することを前提とすれば、6機関（人事院（代償機能）、総務省人事・恩給局、官民人材交流センター・再就職等監視委員会、内閣総務官室、総務省行政管理局、財務省主計局給与共済課・理財局国有財産調整課）の機能を内閣人事局に移管することは、責任ある人事そして使用者機関を確立するという意味で評価できる。

　したがって、6機関の機能を内閣人事局に移管する法案とする場合、関係法として、管理職員を除くすべての非現業職員に協約締結権を付与する（詳細の制度設計は、労使関係制度検討委員会に委ねる）国家公務員法の改正案を措置すること。なお、これによらない場合、少なくとも級別定数を含むすべての人事院の代償機能については、協約締結権の付与に係る検討結果に応じて、（二段階方式により、人事院の機能は2010年通常国会において）移管等の措置を講ずること。また、同院の公正・中立性を確保する機能については、まず移管ありきの拙速な対応をはかるべきではなく、引き続き、十分かつ具体的さらに専門的な検証を行うべきである。

２．「工程表」における労働基本権の検討等について

　　「工程表」について、まずは「内閣一元管理」・「国家戦略スタッフ、政務スタッフ」・「幹部職員等人事管理」に係る給与を除く事項の対応を先行・優先すべきである。なお、「幹部職員の任用の弾力化」については、幹部職員を一般職の範囲において措置することは限界があり、別途の区分等にすることを検討する必要がある。「能力・実績主義の徹底」については、改正国家公務員法に基づく措置に限定すべきである。また、「定年延長の検討」については、基本法修正に係わった立法者の意志を改めて聴取し、それに基づく措置とすること。

　　「労働基本権の検討」については、検討スケジュール（2009年中の労使関係制度検討委員会の結論）は了とするが、工程表において、「管理職員を除くすべての非現業職員に協約締結権を付与する」方向性を明確化すること。

３．「工程表」における給与制度見直しの取扱いについて

　工程表における「給与制度の見直し」の取扱いについては、人事院の独立性及び主体性のもとでの検討を明確化するとともに、見直しの方向性を提起せず、基本法における給与関係の規定のテーマのみに限定し同院に要請すること。なお、勧告時期等のスケジュールについては、現在、給与構造改革の経過期間にあることを踏まえ、2010年以降とすること。
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